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【研究の背景】 

我が国では、高度情報化やグローバル化、そして厳しい経済状況の中で、多くの企業が従業

員のメンタルヘルス対策に追われている。研究対象の企業では、2008 年 3月に施行された労働

契約法の第 5 条 労働者の安全への配慮義務への対策としてとして、2005 年より入社時・管理

職登用時・随時の希望部署へのメンタルヘルス教育・個別相談を行い、且つ、EAP システムを

導入し、相談出来る体制を整えてきた。しかしながら心の病で休職する人は減少していないと

いう現状がある。 

【本研究の目的】 

本研究では、健康診断の生理的検査結果と健康診断問診票との関係を分析し、生理的指標・

ストレス反応・身体的自覚症状・生活習慣の間に関連をみいだすことを目的とする。 

【本研究の構成】 

本研究は、研究 1からから研究 3で構成されている。 

研究 1 では、新入社員の雇用時健康診断の結果について検討する。4 年分の新入社員雇用時

健康診断結果において、ストレス反応・身体的自覚症状及び生理的指標の関連の検討をする。 

研究 2では、新入社員の雇用時健康診断と半年後の定期健康診断の結果について検討する。

ストレス反応・身体的自覚症状及び生活習慣の関連を縦断的に分析し、検討する。 

研究 3では、若年企業労働者の定期健康診断の経年変化のデータを分析し、ストレス反応と

身体的自覚症状・生理的指標などの健康状態の関係を検討する。 

【結果と考察】 

研究１では、飲酒頻度群による身体的自覚症状点数の分布では有意差が認められている。

身体的自覚症状をストレス反応の 1部として捉えると、飲酒とストレス反応の間にも関係が

あると考えられる。また、身体的自覚症状と中性脂肪値の平均に有意差(t(225)=2.65，p＜.01)

が認められた。セリエのストレス理論において、ストレスによる身体的反応が示されたが、

本結果においてもその一端が示唆されたといえる。 

研究２では、対象者が少なくノンパラメトリック検定を用いたため、精密な検定差が得ら

れたとは言えないが、有意差が認められたものは、“夕食後、2時間以内に就寝することが週

に 3日以上あるか”とストレス反応点数の関係だった。入社後生活リズムが崩れやすくなる

問題を読み取ることが出来、健康教育上検討が必要であろう。また “ほぼ同じ年齢の同性と

比較して歩く速度が速い”と身体的自覚症状点数の間に有意差が認められた。小田切(2010)

が、運動・身体活動は、生物学的メカニズムの観点でストレス反応性を弱め、ストレス脆弱

性を変容させる可能性があると述べていることに裏付けられる。次に、飲酒量の変化の分類

の分類とストレス反応点数の変化量の分布の間に有意傾向(P=0.67)が認められた。飲酒はス

トレス解消になるというサラリーマンは多いが、多量の飲酒は質の良い睡眠を妨げることに

なる。半年後の定期健康診断で、睡眠で休養が取れる群とそうでない群でストレス反応に有

意差があったことからも注意が必要な問題と考える。 行動変容ステージの変化と健康習慣の

関係では、有意差は認められなかった。働いている人は意思決定が必ずしも上手くいかない

場合も多く、意図と行動はイコールではないと示唆された。また今回は行動変容段階に合わ



せた介入は無かったため、津田ら（2002）のように行動変容段階があがることが無かったと

考えられる。 

研究 3では、4年分の定期健康診断の結果の追跡をしたが、最初に行った対応のある t検定

で、有意差が認められるものは、男性において、1年目の身体的自覚症状点数と 2年目の身体

的自覚症状点数 2(ｔ(11)＝2.58，ｐ<.05)、1 年目の身体的自覚症状点数と 4年目の身体的自

覚症状点数 4(ｔ(11)＝2.54，ｐ<.05)であった。 ストレス反応点数では有意差は認められな

かったので、ストレス反応を大きくとらえると良いのではと考え、ストレス反応点数、身体

的自覚症状点数、食欲及び睡眠についての質問の回答を合算して、不定愁訴点数として生理

指標点数との間 t検定を行ったが、有意差は認められなかった。 

本研究では、母集団が小さく、統計の精度に限界を感じた。精度が低い他の原因として考え

られるのが、社員が企業側が主催する健康診断の問診項目への回答するにあたり、のぞましさ

のバイアスがかかりやすいということ、及び問診項目の記入に際して、産業保健スタッフから

の十分な説明が無かったことも影響を与えていると考える。研究 2では、ストレスチェックを

希望しない人が、対象者の約半数占めたことからもわかるように、社員にストレスチェックに

抵抗があるのではと考えられる。ストレス反応を無くすより、まずメンタルヘルス問題に関す

る偏見をなくす方が先決であると考える。企業内での健康診断を有効活用して、社員の健康の

保持増進を推進するならば、健康診断を重要なものとして扱う必要性を感じた。そして、研究

2と研究 3の結果で示唆されたように、ストレス反応が高い人は高い状態が続いており、スト

レッサーより、個人のストレス耐性の高低がストレス反応の高低に影響を与えていると考えら

れる。 企業が新入社員にストレスマネジメント教育を始めるより早くから、学校教育におい

てストレスマネジメント教育を取り入れる時期がきていると思われる。 
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